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市民

◯市民アンケート

※部長級職員で構成
（委員長：副市長）

※有識者
※公共団体等を
　代表する者
※公募市民

参加 報告

報告 調整

調整

諮問

答申

意見・提言等

調整等

◯パブリックコメント

市長総合計画策定
評価委員会

総合計画策定委員会

（庁内検討機関）
主任・課長級職員
副主任・係長級職員

策定部会

事務局 （企画政策課）

議会

（趣旨）

第１条　この規則は、うるま市附属機関設置条例（平成

１７年うるま市条例第１９号）第３条の規定に基づき、

うるま市総合計画策定評価委員会（以下「委員会」と

いう。）の所掌事項、組織、任期及びその運営に関し必

要な事項を定めるものとする。

（所掌事項）

第２条　委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項

について調査審議を行い市長に答申するものとする。

（１）　うるま市総合計画の策定に関すること。

（２）　うるま市総合計画の評価及び進捗管理に関す

ること。

（３）　その他うるま市総合計画に関し、必要と認め

られる事項に関すること。

（組織）

第３条　委員会は、次に掲げる者の中から市長が委嘱す

る。

（１）　学識経験を有する者

（２）　公共的団体等を代表する者

（３）　公募の市民

（４）　その他特に市長が必要と認める者

２　委員は、１５名以内で組織する。

（任期）

第４条　委員の任期は、２年以内とする。ただし、補欠の

委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２　委員は、再任することができるものとする。

（委員長及び副委員長）

第５条　委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の

互選によりこれを定める。

２　委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

３　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故がある

とき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理す

る。

（会議）

第６条　委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がそ

の議長となる。

２　委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議

を開くことができない。

（関係者の出席）

第７条　委員長が必要と認めるときは、委員会の議事に

関係のある者の出席を求め、説明又は意見を聴くこと

ができる。

（専門部会）

第８条　委員長が必要と認めるときは、専門的事項を

分掌させるため、委員会に専門部会（以下「部会」とい

う。）を置くことができる。

２　部会の委員は、委員会に属する委員のうちから委員

長が指名する。

３　部会に部会長を置き、当該部会に属する委員のうち

から委員長が指名する。

４　前２条の規定は、部会の会議について準用する。こ

の場合において、「委員会」とあるものは「部会」と、

「委員長」とあるものは「部会長」と読み替えるものと

する。

（庶務）

第９条　委員会の庶務は、企画部企画政策課において

処理する。

（委任）

第１０条　この規則に定めるもののほか、委員会の運営

に関し必要な事項は、委員長が定める。

附　則

この規則は、公布の日から施行する。

附　則（平成２８年３月２８日規則第１６号）抄

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

1．総合計画策定に関する経緯

２．総合計画策定の経過

３．うるま市総合計画策定評価委員会規則

（1）うるま市総合計画策定評価委員会
回数 日程 審議事項等

第１回
第２回
第３回
第４回
第５回
第６回

令和３年４月28日
令和３年５月14日
令和３年10月４日
令和３年11月29日
令和４年1月19日
令和４年2月3日

市長からの諮問、施策ヒアリング及び意見交換
施策ヒアリング及び意見交換
後期基本計画策定について　施策ヒアリング及び意見交換（書面質疑）
後期基本計画策定について
後期基本計画策定について
答申

回数 日程 検討事項

第１回
第２回
第３回
第４回

令和３年６月30日
令和３年８月31日
令和３年11月17日
令和４年１月11日

前期基本計画の振返り検証について　基礎調査結果について
後期基本計画（第 1稿）の確認について
後期基本計画（素案）の確認について
後期基本計画（素案）の確認について

取組み日程 内容

市民アンケート調査令和３年
２月～３月

◯18 歳以上の市民 1,500 人　◯自治会協力依頼分 315 部
◯回収数：586 件　◯回収率：32％

地域説明会令和３年
11月9日～11日

◯総合計画の周知、市民協働への意識醸成
◯参加者：３地域計 20 人程度

パブリックコメント令和3年
12月10日～28日

◯コメント数：2件（2名）

（2）うるま市総合計画策定委員会

（3）市民参画

平成２７年７月１６日　規則第３６号
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（趣旨）

第１条　この訓令は、うるま市総合計画（以下「総合計

画」という。）の策定に関し必要な事項を定めるものと

する。

（定義）

第２条　この訓令において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。

（１）　総合計画　本市の将来の健全な発展を促進

するために策定する市政の総合的計画をいい、基

本構想、基本計画及び実施計画からなるものとす

る。

（２）　基本構想　本市の将来の都市像を描き、都市

づくりの方針を明らかにする計画をいう。

（３）　基本計画　基本構想に基づき具体的な都市

発展、市民生活向上のための方策、手段の大綱を表

した計画をいう。

（４）　実施計画　基本計画に基づき、具体的な事業

の実施に関する計画

（計画策定の原則）

第３条　総合計画は、行政各部門相互の有機的関連を

図るとともに、関係諸団体と連絡協調を保ちつつ、長

期的視点と広域的視野にたって、総合的かつ計画的

に全体として秩序と調和のあるものとし、本市の発展

に資するよう策定しなければならない。

（基本構想の期間等）

第４条　基本構想の期間は、１０年とし、原則として１０年

を経過するごとに検討を加え、更に１０年間の計画と

して策定する。

（基本計画の期間等）

第５条　基本計画の期間は、原則として５年とし、５年

を経過するごとに検討を加え、更に５年間の計画とし

て社会経済等の情勢の推移に適合するように策定す

るものとする。

２　基本計画は、前項の場合のほか、特に著しい社会経

済情勢の変化又は特別な理由がない限り変更するこ

とができない。

（実施計画の期間等）

第６条　実施計画の期間は、３年とし、単年度ごとに区

分し、１年度を経過するごとに検討を加え、更に３年

間の計画として策定する。

２　実施計画は、次の各号のいずれかの理由による場

合のほか、これを変更することができない。

（１）　前項の規定により変更するとき。

（２）　基本計画が変更されたとき。

（３）　国又は県の計画の変更により著しい事務事業

量の増減が生じたとき。

（４）　災害その他やむを得ない事情が生じたとき。

（５）　その他市長が必要と認めたとき。

（総合計画策定委員会）

第７条　総合計画を策定するため、うるま市総合計画策

定委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２　委員会は、副市長、教育長、市長事務部局の部長、参

事（決裁権を有しない者を除く。）、教育委員会の部

長、消防長、水道部長及び議会事務局長で組織し、委

員長に副市長、副委員長に企画部長をもって充てる。

（委員会の職務等）

第８条　委員会は、総合計画に関する事項を調査審議

する。

２　委員長は、委員会で調査審議した事項について、市

長に報告しなければならない。

（委員会の会議）

第９条　委員会の会議は、必要に応じ委員長が招集す

る。

（委員会の庶務）

第１０条　委員会の庶務は、企画部企画政策課において

処理する。

（主任及び副主任）

第１１条　総合計画に関する事務を担当させるため、各

部（水道部、教育委員会、消防本部、議会事務局、農業

委員会事務局を含む。）に総合計画策定主任及び総

合計画策定副主任（以下「主任及び副主任」という。）

若干人を置く。

２　主任及び副主任は、当該部に所属する職員のうちか

ら市長が任命する。

（主任及び副主任の職務等）

第１２条　主任及び副主任は、所属部長の指揮を受け

て、当該部に係る総合計画に含まれるべき事務事業

の方針及び具体的計画を立案し、並びにこれらに関

連する連絡調整に関する事務を処理する。

２　主任及び副主任は、必要と認めるときは、関係職員に対

し資料を提出させ、又は説明を求めることができる。

（連絡会議）

第１３条　企画部長は、必要と認めるときは、主任及び

副主任を招集し、連絡会議を開くことができる。

（原案の作成）

第１４条　総合計画は、市長が定める方針に従い、委員

会が総合調整して原案を作成する。

（総合計画の決定）

第１５条　総合計画は、委員会で作成した原案に基づき

市長が決定する。ただし、基本構想及び基本計画につ

いては、あらかじめうるま市総合計画策定評価委員

会に諮問し、答申を受けるものとする。

（補則）

第１６条　この訓令に定めるもののほか、うるま市総合

計画策定に関し必要な事項は、委員長が別に定める。

附　則

この訓令は、平成１７年７月１日から施行する。

附　則（平成１９年３月１４日訓令第５号）

（施行期日）

１　この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この訓令の施行の際現に在職する収入役の職務等

の取り扱いは、地方自治法の一部を改正する法律（平

成１８年法律第５３号）附則第３条第１項の規定によ

り当該収入役の任期中在職する間に限り、この訓令

の規定にかかわらず、なお従前の例による。

３　前項の場合において、この訓令による改正前のうる

ま市総合計画に関する規程第７条の規定は、なおそ

の効力を有する。

附　則（平成２６年３月１１日訓令第８号）

この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。

附　則（平成２７年７月１６日訓令第２７号）

この訓令は、平成２７年７月１６日から施行する。

附　則（平成２８年３月２５日訓令第２４号）

この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。

訓令第７６号

訓令第 ５ 号

訓令第 ８ 号

訓令第２７号

訓令第２４号

７月 １ 日

３月１４日

３月１１日

７月１６日

３月２５日

平成１７年

平成１９年

平成２６年

平成２７年

平成２８年

改正

４．うるま市総合計画策定に関する規程 5．うるま市総合計画
　策定評価委員会等名簿
（１）総合計画策定評価委員会

職 名 氏 名

委員長

副委員長（公募市民）

委員

委員

委員

委員

委員

委員

獺口　浩一

宮城　榮治

湯之上　淳子

兼城　佐代子

国吉　千景

與儀　光二

富山　潤

名護　徹

（２）総合計画策定委員会
部 署 名 役 職 氏 名

副市長

教育委員会

企画部

総務部

福祉部

こども部

市民部

経済部

都市建設部

企画部

都市建設部

教育部

指導部

水道部

消防本部

会計課

議会事務局

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

教育長

部長

部長

部長

部長

部長

部長

部長

参事

参事

部長

部長

部長

消防長

会計管理者

局長

佐久川　篤

嘉手苅　弘美

金城　和明

古謝　哲也

幸地　美和

金城　妙子

新里　禎規

松岡　秀光

目取真　康史

中里　和央

浜田　宗賢

赤嶺　勝

宇江城　聖子

儀保　一盛

新垣　隆

安慶名　優子

長嶺　斉
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6．諮問及び答申
（1）諮問

（2）答申
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